
令和６年度第１回「ワンチームとやま」 

連携推進本部会議次第 

 

                                  日  時：令和６年４月 30日（火） 

                                        15 時 00 分～16 時 30 分 

                                  場 所：富山県民会館 

８階バンケットホール  

                       

 
１  開    会 

 
２ 知事あいさつ  

                

  ３ 議  事  

（１）令和６年能登半島地震に係る復旧・復興について 

（２）令和６年度連携推進項目の取組み状況、内容について 

（３）県、市町村の行政課題等について 

 

４ 報告事項 
   

５ 閉  会 
 

 
配付資料 
 資料１ 令和６年能登半島地震に係る復旧・復興について 
資料２ 令和６年度連携推進項目の取組み状況、内容について 
資料３ 令和６年度本部会議スケジュール 

 
参考資料１ 第１回富山県人口未来構想本部会議資料 
参考資料２ 「寿司といえば、富山」ブランディングの推進について 
参考資料３ 富山県警察 交通事故防止対策について 
参考資料４ 能登半島地震により被災した宅地の安全確保支援 
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令和６ 年能登半島地震に係る 復旧・ 復興について

甚大な被害を受けた液状化対策や、 被災者の生活再建、 中小企業等への追加支
援、 北陸応援割、 公共イ ンフラ の復旧などへの支援をニーズに応じ て適宜要望

1 月2 0 日 松村 祥史 内閣府特命担当大臣（ 防災、 海洋政策）
1 月2 4 日 斉藤 鉄夫 国交大臣 坂本 哲志 農水大臣

松本 剛明 総務大臣 齋藤 健 経産大臣
森山 裕 自民党総務会長 高木 陽介 公明党政調会長

2 月1 1 日 山口 那津男 公明党代表
3 月1 8 日 岸田 文雄 内閣総理大臣 林 芳正 内閣官房長官
4 月1 1 日 茂木 敏充 自民党幹事長（ 意見交換）

小里 泰弘 内閣総理大臣補佐官（ 農山漁村地域活化）

２ ． 国（ 政府・ 与党） への要望活動等

● 中小・ 小規模事業者の工場・ 店舗などの施設や生産機械の設備など
の復旧費を支援する 「 なり わい再建支援事業」

● 農業施設等の再建や漁船・ 漁具等の復旧支援などの農林水産業者へ
の支援

● 観光振興に向け、 風評対策や北陸応援割の実施
● 市町村の被害が甚大であった水道施設の国庫補助率の引上げ
● 倒壊家屋(全壊・ 半壊)の解体・ 撤去支援
● 雇用調整助成金や雇用保険の失業手当の特例的な対応

政府の「 被災者の生活と 生業（ なり わい） 支援のためのパッ ケージ」
（ 1 月2 5 日発表） に反映

【 第３ 回（ 3 /1 ） 】
● 港湾施設の復旧への特例的な国補助と 地方財政措置の創設
● 上水道・ 下水道の復旧への地方財政措置の拡充
【 第4 回（ 3 /2 2 ） 】
● 面的な液状化防止対策（ 宅地液状化防止事業） の国庫補助率の引上げ
● 被災し た地盤や住宅基礎の復旧等への支援制度（ 効果促進事業） の創設
● 住宅の耐震化に対する 支援の拡充

３ ． 国（ 政府・ 与党） への要望 施策等に反映さ れたも の

政府の復旧・ 復興支援本部会合で示さ れたも の

●令和６ 年能登半島地震によ る 県内被害は甚大かつ多岐にわたっている 。

一刻も 早い復旧・ 復興に向けて、 ロ ード マッ プ策定を通じ て取組みの全

体像や時間軸を「 見える 化」 する こ と で、 県民や県内事業者の安心な暮

ら し や事業活動を後押し

●本ロ ード マッ プ策定・ 実行にあたっては、 被災現場の課題・ ニーズをき

め細かく 捉えて随時アッ プデート する こ と を大前提と し 、

基本的な考え方

※ロ ード マッ プは、 令和８ 年度ま での概ね３ 年間の取組みを示し 、 今後の

必要な対応についても 継続し て取り 組む。

Ⅰ 

く ら し ・ 生

活の再建

Ⅱ

公共イ ン フ

ラ 等の復旧

Ⅲ

地域産業の

再生

Ⅳ

北陸全体の

復興に向け

た連携

1 住宅の復旧・ 復興

2 被災者の生活支援

3    災害廃棄物処理支援

4    医療・ 福祉提供体制の

構築支援

5 被災者の健康管理

6 被災市町村への応援

7 被災地の防犯対策強化

8 公共土木施設の復旧

9 水道の復旧

1 0 交通イ ン フ ラ の復旧

1 1 農林水産業施設の復旧

と 経営支援

1 2 文教施設・ 文化財の復旧

1 3 県行政施設の復旧等

1 4 中小企業等の生業支援

1 5 地域経済の復興

1 6 観光関連産業の支援

1 7 農林水産業施設の復旧

と 経営支援【 再掲】

1 8 広域避難者の生活再建へ

の支援

1 9 石川県での各活動の支援

2 0 地域経済の復興【 再掲】

2 1 北陸地域の観光復興に向

けた連携

復旧・ 復興に向けた４ つの柱と 対応項目

１ ． 富山県復旧・ 復興ロ ード マッ プ（ 中間と り ま と め）

①県庁一丸と なってス ピ ード 感を最優先に取組む
②復旧・ 復興の各フ ェ ーズ毎、 機動的・ 弾力的に対応
③国や市町村、 関係機関等と ワ ンチームと なって連携
④富山県の強靱化と 中長期的な発展やｳｪﾙﾋﾞ ｲーﾝｸﾞ の向

上へ結びつけ
⑤富山県のいち早い復旧・ 復興によ り 北陸エリ ア全体

の復興につなげる

当面は月１ ペース での

アッ プデート を 予定。

３ 月2 7 日の中間と り

ま と め公表後も 、 事業

への着手や、 申請期限

の確定など 現時点での

進捗状況を 反映。
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「ワンチームとやま」連携推進本部 年間スケジュール 

 

令和２年度 

Ｒ３. １.１０ ※雪害対策への協力に関する臨時会議（WEB） 

Ｒ３. １.１９ 「ワンチームとやま」連携推進本部会議設置 

Ｒ３． ２．２２ ※新型コロナワクチン接種に関する臨時会議（対面＋WEB） 

令和３年度 

Ｒ３. ５.１４ ※新型コロナワクチンの高齢者向け接種等に関する臨時会議（WEB） 

Ｒ３. ６. ４ 第１回本部会議の開催 

Ｒ３. ８.３１ 第２回本部会議の開催（WEB） 

Ｒ３．１０．２９ 第３回本部会議の開催 

Ｒ３.１２. ８ ※新型コロナウイルス対策に関する臨時会議（WEB） 

Ｒ４. １.２０ 第４回本部会議の開催 

Ｒ４. ３. ４ ※新型コロナウイルス感染症対策に関する臨時会議(WEB) 

令和４年度 

Ｒ４. ５．１６ 第１回本部会議の開催 

Ｒ４. ８.３０ 第２回本部会議の開催（WEB） 

Ｒ４．１０．１７ 第３回本部会議の開催 

Ｒ５. １．１９ 第４回本部会議の開催 

令和５年度 

Ｒ５.  ５.１８ 第１回本部会議の開催(WEB) 

Ｒ５． ８.３１ 第２回本部会議の開催 

Ｒ５.１１. ６ 第３回本部会議の開催 

Ｒ６． １.１８ 第４回本部会議の開催 

令和６年度 

Ｒ６．４．３０ 

第１回本部会議の開催 

①令和６年度連携推進項目の取組内容等の報告 

②個別協議事項 

 

Ｒ６．８．下旬 

第２回本部会議の開催（WEB） 

①連携推進項目の取組の進捗状況等の報告 

②個別協議事項 

 

Ｒ６．１１．下旬 

第３回本部会議の開催 

①連携推進項目の取組の中間報告 

②個別協議事項 

 

Ｒ７．１．中下旬 

第４回本部会議の開催 

①令和６年度連携推進項目の取組結果報告  

②新年度の取組方針・項目の協議・決定 

③個別協議事項 

 

資料３ 
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「 寿司と いえば、 富山」 ブラ ンディ ングの推進①

①「 寿司」 でイ メ ージする 都道府県で富山県を回答する 方の割合

②富山の「 寿司」 を友人等に積極的に勧める 県民の割合

8 .9％

〈 10年後の目標〉 R⑤

45 .3％

90％

90％

R⑭(10年後)

◆人材育成

◆環境整備

◆普及啓発

【目的】
 「寿司」を入口に、雄大な自然や歴史、食や文化、暮らしやす

さなど、本県が誇る様々な魅力を発信し、本県の認知度向上
を目指す

 寿司を始めとする飲食、酒、伝統工芸、観光、農林水産業等
の幅広い産業の振興に繋げる

参考資料２



「 寿司と いえば、 富山」 ブラ ンディ ングの推進②

人材育成

環境整備

普及啓発

 令和６ 年度の主な取組み

 県内寿司店と県外若手職人のマッチング支援
（ 県鮨商生活衛生同業組合と連携）

 県外若手寿司職人チャレンジ育成イベントの開催

 「県民家庭の日（ 毎月第３ 日曜） 」×「寿司の日」キャンペーンの実施

 本県の寿司の強みを地質学の観点から紐解く出前講座の実施

 寿司を入口に本県の地形や食文化の魅力を体感するモデルルートの造成

 富山の寿司魅力発信イベント「SUSHI collection TOYAMA」の開催（ 6/5～6）

 特設WEBサイトやＳ Ｎ Ｓ を通じた情報発信

 Ｐ Ｒ 動画の作成（ 敦賀駅や各種プロモーションで放映）

ʬ ʭ特設WEBサイ ト 全県を網羅し たデジタ ルマッ プ「 寿司店マッ プ」 など を掲載



交通事故防止対策

飲酒運転対策

自転車安全対策

◆実効性のある 取締り の強化（ 深夜から 早朝のミ ニ検問）

◆関係機関・ 団体と 連携し た交通モラ ルの向上への取組

◆ヘルメ ッ ト 着用率向上に向けた取組（ 小・ 中・ 高・ 一般）

◆交通ルールの遵守を徹底する 指導啓発活動

交通事故情勢

♦ 昨年の発生件数、 死者数、 負傷者数は前年比で減少

♦ 昨年の自転車の事故件数、 負傷者数、 死者数と も 増加

♦ R６ .３ 末現在、 飲酒事故は約倍増、 飲酒検挙件数は約1.5倍

参考資料３
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液状化による被害を受けた建物・宅地の安全性確保を図るためには、面的な液状化対策と建物の耐震化を一体
的に行うことが必須。そのため関係する事業が連携して総合的に取り組むことによりエリア一体となって宅地・
住宅の安全の確保を推進する。

（Ｒ６.３.22発表 宅地液状化防止に係る国支援策）

○面的な液状化防止対策への支援【宅地液状化防止事業】

地方公共団体が行う、道路等の公共施設と宅地の一体的な液
状化対策に対して、国が費用の１／２を支援（※通常は１／４）

※地方負担分は、補助災害復旧事業債（充当率１００％、交付税措
置率９５％）の対象
→実質的な地方負担の割合は２.５％

現在の地下水位

対策後の地下水位
地表面から3.0m程度

地下水排水管
地下水排水溝 地下水排水溝

（面的な液状化防止対策の例）地下水低下工法

○被災した地盤や基礎の復旧等への支援【効果促進事業】

被災者が地方公共団体の支援を受けて行う、宅地液状化防止
事業の実施に支障となる被災した地盤や基礎の復旧等に対し
て、国・地方公共団体で費用の２／３以内を支援
※地方負担分は特別交付税措置（措置率０．８）の対象
→実質的な地方負担の割合は６.７％

■液状化対策エリア内の支援

○建物の耐震化への支援【住宅・建築物安全ストック形成事業】

被災者が地方公共団体の支援を受けて行う、住宅の耐震化に対
して、国・地方公共団体で１２０万円（多雪区域の場合）を限度に支援
→地方負担分は特別交付税措置（措置率０．５）の対象

■液状化対策エリア外も含めた支援

※補強設計等費及び耐震改修工事費（耐震改修に必要な住宅の傾斜修復を含む）を合算した額
※交付額は、補助対象工事費の８割を限度

液状化による家屋の傾斜 傾斜修復による
地下水低下時の被害
拡大リスク解消

傾斜修復

面的な液状化対策の実施

道路

地下水位低下工法

能登半島地震により被災した宅地の安全確保支援
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■宅地液状化防止事業の流れ
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要
望
・

意
向
調
査(

仮
同
意)

等

事
業
説
明
会
の
実
施

区
域
等
の
事
業
計
画
策
定
・
事
業
化

説
明
会
・
意
向
調
査(

本
同
意)

地
質
調
査
等
の
実
施

効
果
促
進
事
業
の
実
施
・

補
助
金
交
付
（
交
付
決
定
前
に
着
手

し
た
も
の
も
含
む
）

宅
地
液
状
化
防
止
事
業
完
了

住
民
か
ら
の
液
状
化
対
策
要
望
等
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